
1 
 

「第７期川崎市・各区地域福祉計画（案）」に対する 

パブリックコメント手続きの実施結果について 

 

１ 概要 

 令和６年度から令和８年度の３か年を計画期間とする「第７期川崎市・各区地域福祉計画」の策定に

あたり、パブリックコメントの手続きにより、広く市民の皆様からの意見を募集しました。 

意見募集の概要、御意見の内容及び御意見に対する本市の考え方について、次のとおり公表します。 

 

２ 意見募集の概要 

題名 第７期川崎市・各区地域福祉計画（案） 

意見の募集期間 令和５年 1２月１日（金）から令和６年１月２２日（月）まで 

意見の提出方法 電子メール、ＦＡＸ、郵送、持参 

募集の周知方法 

・市ホームページ  

・市政だより（１２月１日号）掲載 

・紙資料の閲覧 

かわさき情報プラザ、各区役所の市政資料コーナー、情報プラザ、支所・

出張所、健康福祉局地域包括ケア推進室 

・市民説明会の開催（１月１４日） 

結果の公表方法 

・市ホームページ 

・紙資料の閲覧 

かわさき情報プラザ、各区役所の市政資料コーナー、情報プラザ、支所・

出張所、健康福祉局地域包括ケア推進室 

 

３ 結果の概要 

意見提出数（意見件数） ２１通（５０件）

内訳 

ＦＡＸ ０通（  ０件）

電子メール ５通（２８件）

持参 １６通（２２件）

郵送  ０通（ ０件）

 

４ 主な意見と本市の対応 

（１）主な意見と本市の対応 

  ①主な意見 

   ケアへの理解の共有によるセルフケア意識の醸成や各区の計画に関することなどについて、御意

見や御要望をいただきました。 

  ②本市の対応 

意見内容を反映することで計画の表現がより的確になる御意見があったことから、一部意見を反

映するとともに、令和 6 年度予算案や事業の進捗状況等を踏まえた修正を行った上で、第 7 期川

崎市・各区地域福祉計画を策定します。 
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【意見に対する市の考え方の区分説明】 

Ａ：御意見の趣旨を踏まえ、計画（案）に反映したもの 

Ｂ：御意見の趣旨が計画（案）に沿ったものであり、御意見を踏まえ、取組を推進するもの 

Ｃ：今後、施策や事業を推進する中で、参考とするもの 

Ｄ：計画（案）に対する質問・要望の御意見であり、計画（案）の内容等を説明・確認するもの 

Ｅ：その他（今回の意見募集の趣旨・範囲と異なる意見など） 

 

【意見の件数と対応区分】 

項目 A B C D E 計 

１ 計画（案）全般に関すること ０ １ ０ ８ ０ ９ 
２ 基本目標１（ケアへの理解の共有とセルフケア意識 

の醸成）に関すること 

１ ３ １ ７ ０ １２ 

３ 基本目標２（安心して暮らせる住まいと住まい方 

  の実現）に関すること 

０ ０ ０ ３ ０ ３ 

４ 基本目標３（多様な主体の活躍によるよりよい支援 

の実現）に関すること 
０ ０ １ ２ ０ ３ 

５ 基本目標４（一体的なケアの提供による自立した 

生活と尊厳の保持の実現）に関すること 

０ １ １ ２ ０ ４ 

６ 基本目標５（地域包括ケアをマネジメントするため 

  の仕組みの構築）に関すること 

０ ０ ０ ３ ０ ３ 

７ 各区の計画に関すること １ ０ １ ８ ０ １０ 
８ その他 ０ ０ ０ ５ １ ６ 
合計 ２ ５ ４ ３８ １ ５０ 
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１ 計画（案）全般に関すること（９件） 

N0 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 
区分 

１ 

計画には、包括的支援体制づくりが記載さ

れているが、町内会・自治会、地域包括支援

センター、社会福祉協議会、民生委員児童委

員がバラバラに活動しているように見受け

られるので、市・区がまとめていくことが重

要だと思う。 

本市においては、包括的な支援体制づくり

に向け、「個別支援の充実」「地域力の向上」

を一体的に進めており、御意見にあるように

各主体が連携しながら取組を進めることが

大変重要であると認識しております。その実

現のため、地域における課題解決に向けて、

町内会・自治会等の地縁組織をはじめ、民間

事業者を含めた多様な主体がより一層連携

できるよう、区役所を中心とした地域マネジ

メントを推進していきます。 

 

B 

２ 

「令和７（2025）年以降を見据えた目指す

姿」に向かって取り組む事業が、地域福祉計

画で事業化されていない。例えば、プラット

フォームを整備する取組やオンライン等を

活用した取組などが挙げられる。 

「令和７（2025）年以降を見据えた目指す

姿」の実現に向け、御意見に関連する具体的

な取組につきましては、「川崎市地域福祉計

画」本編の P85 に記載の多様な主体の連携に

向けたプラットフォーム「川崎市地域包括ケ

アシステム連絡協議会」の推進や、各区地域

福祉計画には、コロナ禍を契機として、区役

所を中心としたオンライン活用による体操

等の活動グループ支援等を進めることにつ

いて位置付けているところです。 

 

D 

３ 

福祉サービスの提供者を支援できるよう、

市ホームページにあるチャットボットの性

能の向上をお願いしたい。 

 

 

本市では、市民の皆様からのお問い合わせ

に対する利便性向上等を目的に、令和 3 年 3

月 1 日から、AI を活用したチャットボット

システムを導入したところです。また、同年

11 月から悩み・困りごと相談カテゴリーを

追加いたしました。引き続き、市民の悩みや

困り事を適切な相談機関につなげるなど、内

容を充実させてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

D 
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N0 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 
区分 

４ 

発生経緯や役割は、記載されているが、地

域みまもり支援センターの達成度と成果も

追記してほしい。また、毎年、住民、専門職

向けの報告会を開催してほしい。 

可能であれば、保健師や社会福祉士等専門

職の人数、業務内容、担当件数を公表してほ

しい。 

区役所地域みまもり支援センターにつき

ましては、地域ケアシステム構築に向けた令

和 8 年度以降の第３段階を見据え、包括的な

支援体制の充実に向けて、専門相談支援機関

等と併せて取組状況を確認していくことを

予定しています。また、専門多職種との連携

強化に向けて、ケアに関する情報共有の場な

どを通じて、取組状況の情報共有を行ってい

るところでございます。 

Ｄ 

５ 

第７期市計画３か年の各区の予算及び第

６期計画との比較を知りたい。 
 

地域福祉計画は、個別計画を横につなぐ計

画であるため、各区計画においても、個別の

事業を地域という視点でつないでいく取組

を進めているところでございます。地域福祉

に関連する事業総体としては、事業費は増加

傾向となっています。 

D 

６ 

 計画実施状況の評価、施策の方向と内容に

ついて、指標に基づく成果の指標が知りた

い。  

引き続き、社会福祉審議会地域福祉専門分

科会において、計画の進捗状況を報告し、Ｐ

ＤＣＡサイクルにより、地域福祉に関する状

況把握、地域福祉施策の進行管理、課題の検

討・評価等を行ってまいります。 

 なお、主観的評価の指標として、市民アン

ケートや地域福祉実態調査など各種アンケ

ート調査を活用しており、その指標について

は、上記会議で、整理したところでございま

す。 

D 

７ 

基本理念、目標及び方針の項目はよくわか

るので、PDCA を回しながら結果を公表して

もらいたい。 

 

引き続き、社会福祉審議会地域福祉専門分

科会において、計画の進捗状況を報告し、Ｐ

ＤＣＡサイクルにより、地域福祉に関する状

況把握、地域福祉施策の進行管理、課題の検

討・評価等を行うとともに、市ホームページ

等で公表してまいります。 

D 
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N0 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 

区分 

８ 

区の計画は、推進体制と管理方法が紹介さ

れているが、市（関係局）と区がどのように

連携して推進するのか分かるといいと思う。 

 

 

 

計画案 P62 記載のとおり、第 7 期計画にお

いても、これまでに引き続き、各区地域福祉

計画推進会議における区計画の点検も踏ま

えて、社会福祉審議会地域福祉専門分科会に

おいて、計画の進捗状況を報告し、ＰＤＣＡ

サイクルにより、地域福祉に関する状況把

握、地域福祉施策の進行管理、課題の検討・

評価等を行ってまいります。 

D 

９ 

次期計画では、地区カルテやアンケート調

査などのデータをもとに、地域ケア圏域で関

係者と議論を深め、具体的な課題の解決策を

整理し、市計画、区計画、圏域計画の３つの

レベルで構成することを提案する。 

現在、第 2 層の地域ケア圏域ごとに地区カ

ルテを作成し、地区カルテも活用しながら、

第 3 層のより小さな地域ごとの住民同士の

顔の見える関係づくりを支援しながら、地域

課題の共有・解決に向けて、地域マネジメン

トを進めているところです。また、第 7 期計

画案においても、各区計画では、地域ケア圏

域ごとの地域の状況については、整理をして

いるところです。 

今後につきましても、地域で安心して暮ら

し続けられるように、心配事や悩み事につい

て小地域の範囲で気づきが得られ、地域課題

の解決につなげられるように取組を推進し

てまいります。 

D 
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２ 基本目標１（ケアへの理解の共有とセルフケア意識の醸成）に関すること（１２件） 

N0 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 
区分 

１ 

民生委員児童委員の受け持ちが世帯数約

500 というのは、多すぎるので、増員すべき

ではないか。 

さらに、待遇を改善して、地域見守りネッ

トワークの充実を図ってほしい。 

民生委員児童委員の配置について、国の基

準では 220～440 世帯に一人を配置すること

になっており、本市においては、440 世帯に

1 人を基準としております。 

民生委員児童委員に対しては、これまでも

業務負担の軽減など、活動しやすい環境づく

りに取り組み、令和 5 年度から、地域人材の

掘り起こしに向けた「地域支え合い人財づく

りワークショップ・ツアー」などをはじめ、

担い手の確保に向けた取組を進めていると

ころです。 

今後も、民生委員児童委員の活動しやすい環

境づくりを進め、担い手の確保につなげると

ともに、本市が進める地域包括ケアシステム

構築の中で、多様な主体による支え合いの仕

組みづくりに取り組んでまいります。 

D 

２ 

民生委員児童委員活動育成事業の具体的

内容を知りたい。 

「民生委員児童委員活動育成事業」は、計画

案 P71 にございますように、民生委員児童委

員を条例及び国の参酌基準に基づき適正に

配置し、育成・支援することを通じて、地域

福祉の推進を図る事業でございまして、①適

正配置の実施、②民生委員児童委員協議会へ

の運営補助等による民生委員児童委員の育

成・支援、③活動環境整備に向けた効果的な

研修の実施及び広報の実施を内容としてお

ります。 

具体的には、民生委員児童委員の活動費や、

活動の一助となる教材や物品の経費など活

動の支援を行っております。 

D 

３ 

民生委員児童委員の活動支援や活動しや

すい環境づくりを進める上で、次世代につな

げ、活動時間の短縮等につなげるため、委員

にタブレット端末を賃与してほしい。 

 

 

 

民生委員児童委員に対しては、活動しやす

い環境づくりを進め、担い手の確保につなげ

ているところでございまして、今後を見据え

て、引き続き、タブレット端末の活用も含め

て、活動環境の整備に向けて、取組を検討し

てまいります。 

D 



7 
 

N0 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 
区分 

４ 

地域包括ケアシステムの理解度について、

約 3 割が内容を知らない、約 3 割が聞いたこ

とがないという現状に対して、従来の広報に

加え、企業・学校内説明会の開催を進めてほ

しい。 

地域包括ケアシステムの普及に向けては、

パンフレットやポータルサイト、市政だより

などを活用して、これまで幅広く取り組んで

きたところです。こうした取組とともに、100

を超える企業・団体が参画する「川崎市地域

包括ケアシステム連絡協議会」を通じて、情

報提供、対話を通じた理解の促進を図るとと

もに、小学生向けに、福祉副読本の作成・配

布などを行っているところでございますが、

多くの方への普及啓発は非常に重要と考え

ておりますので、いただいた御意見も含め、

引き続き効果的な取組を検討してまいりま

す。 

C 

５ 

「地域ケア会議」「自立支援協議会」等の会

議で話し合われている地域福祉の課題等に

ついて、個人情報を除いた上で議事録を公開

してほしい。 

 

 

 

「地域ケア会議」等について、個別の会議

ごとの議事の詳細を公表してはおりません

が、地域福祉の課題抽出にあたっては、こう

した会議での議論を踏まえて、整理を行って

いるところでございまして、計画の中でも、

課題感については、必要に応じて、触れてい

るところでございます。 

D 

６ 

定年後の仲間づくりから、ボランティア参

加ができるよう、市も取組を進めてほしい。 

高齢者に対する施策を推進する中で、働く

意欲のある方には、就労支援を進めておりま

す。また、社会活動への参加促進に向けては、

地域活動の支援やいきがいづくりの場の提

供など、取組を進めております。 

こうした中で、地域での活動に関する情報提

供や相談については、川崎市社会福祉協議会

の「ボランティア活動振興センター」や「か

わさき市民活動センター」等で行っていると

ころです。 

引き続き、こうした取組を効果的に進めてま

いります。 

B 

７ 

地域の元気な高齢者に何らかの仕事等を

お願いすることも良いと思う。 

高齢者に対する施策を推進する中で、働く

意欲のある方には、就労支援を進めておりま

す。また、社会活動への参加促進に向けては、

地域活動の支援やいきがいづくりの場の提

供など、取組を進めております。 

 

B 
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N0 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 
区分 

８ 

障害の理解、権利擁護の取組については、

遺言・信託・民法の理解・金融の理解などが

必要であり、成年後見制度の利用促進のみで

は難しいのではないか。 

これまで成年後見制度の利用促進に向け

て、法律や福祉等の専門職や関係機関等の連

携体制を強化し、協力体制づくりを進めるた

め、「川崎市成年後見制度利用促進協議会」

を「川崎市成年後見支援センター」が中核と

なって推進してきました。また、金融機関と

相談機関との意見交換等の場を設けるなど、

今後も、構成団体の追加を検討しながら、関

係機関等の連携体制の充実を図り、権利擁護

の取組を推進してまいります。 

 D 
 

９ 

権利擁護の取組は、成年後見制度利用促進

と受け取れるが権利擁護の１つの手段と考

える。認知症の程度の違いにより、支援内容

は異なるが、どのように、考えたらよいか。 

日常生活自立支援事業が、権利擁護の取組

になる場合もあるし、高齢者虐待防止法の周

知や理解が権利擁護の取組になる場合もあ

ると考える。 

権利擁護の取組に関しては、本計画の施策

の方向性に記載のとおり、権利擁護が必要な

方（虐待を含む）の早期発見・気づき・見守

り等の地域連携体制構築に向けて、成年後見

制度を含めた関係制度の普及啓発や利用促

進を推進していくこととしています。 

D 

10 

権利擁護の取組については、認知症高齢

者、知的・精神障害者の権利擁護に向けて、

本人の意思を確認するなど適切な意思決定

支援をすることが重要であると考える。 

適切な意思決定支援に関しては、「川崎市

成年後見支援センター」及び「川崎市成年後

見制度利用促進協議会」を中心とした「権利

擁護支援の地域連携ネットワーク」の一層の

充実を図るとともに、本人の意思決定支援・

身上保護を重視した成年後見制度の運用に

資する支援体制の構築や、任意後見制度やエ

ンディングノートの活用など、終活に関する

普及啓発を行い、早めの自己決定を推進する

取組を進めます。 

B 

11 

第６期計画では、「本人を中心とした権利

擁護支援チーム」の図に「親族後見人」が含

まれていたが、第７期計画(案)では記載がな

い。 

同７４ぺ－ジに「親族後見人を対象とし

て、後見事務等に関する勉強会を開催するな

ど、親族後見人等への支援をすすめます。」

と記載があるので、７２ページの図に「親族

後見人」も含めるべきと考えるがどうか。 

いただいた意見に基づき、計画書確定段階

では、「親族後見人」記載を含めたものに更

新したところです。 

A 
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N0 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 

区分 

12 

「川崎市成年後見制度利用促進計画」が記

載されていないため、参考資料として、「川

崎市成年後見制度利用促進計画」全文を載せ

て、周知を図るべきと考える。 

また国では「第二期成年後見制度利用促進

基本計画」が令和４年３月に閣議決定されて

いるため、この国の基本計画に合わせて「川

崎市成年後見制度利用促進計画」も見直しを

するべきと考えるがどうか。 

計画案の P72～P74 が成年後見利用促進計

画となっております。国の「第２期成年後見

利用促進基本計画」に関しては、地域共生社

会の実現という目的に向けて、権利擁護支援

の地域連携ネットワーク構築の一層の充実

などの成年後見利用促進の取組をさらに進

めることとされており、本市では本計画の施

策の方向性に記載のとおり、「多様な関係者

への共通理解の促進」、「多様な主体の参画・

活躍」、「権利擁護支援が必要な方を早期につ

なげる仕組みづくり」の３点を柱に地域連携

ネットワークの一層の充実に向け、見直しを

行ったところでございます。 

D 
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３ 基本目標２（安心して暮らせる住まいと住まい方の実現）に関すること（３件） 

N0 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 
区分 

１ 

こどもや高齢者などの精神的・肉体的

に脆弱な方々に対して、市として転落防

止のリスクに取り組んでほしい。 

転落防止のためのリフォームや物品購

入については、地域福祉計画の範囲外でご

ざいますので、参考にさせていただきま

す。 

 なお、本市では、誰もが使いやすい良質

なマンションストックの形成の誘導を図

るために、既存分譲マンションの敷地内通

路や外部出入口、廊下、階段において、新

規に傾斜路、手すり等の段差解消工事等を

実施する場合に、その工事等に要する費用

の一部について助成を行っております。 

 また、川崎市住宅供給公社が運営するハ

ウジングサロンでは、住宅のリフォームや

バリアフリー等について、専門家による無

料相談窓口を設けております。 

 その他、住まいに関する助成制度につき

ましては、「川崎市・住まい助成制度等ご

案内」の冊子を作成しており、市ホームペ

ージや窓口等で御覧いただけます。 

D 

２ 

「高齢者外出支援事業（新規）」の内容

を説明してほしい。 

「高齢者外出支援事業」は、いきいき長寿

プランに位置付けられ、これまでも推進し

てきた事業でございますが、「地域におけ

る移動手段の確保」が、地域生活に重要な

取組であるため、第７期計画に、新たに盛

り込んだ内容となっています。 

D 

３ 

「地区コミュニティ交通導入推進事

業」を知りたい。 

計画案 P83 にございますように、「地域

公共交通計画」に定めるコミュニティ交通

の導入に向け、地域特性に応じて多様な主

体と連携しながら、新技術等も活用した

様々な運行手法の導入を図り、柔軟できめ

細かな移動手段の確保に向けた取組を推

進しています。詳細については、市ホーム

ページを御覧ください。 

D 

 



11 
 

４ 基本目標３（多様な主体の活躍によるよりよい支援の実現）に関すること（３件） 

N0 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 
区分 

１ 

個別計画の事業を地域福祉計画で取

り上げる場合は、その旨を表示する。例

えば、認知症サポーター養成講座は、い

きいき長寿プランが個別計画であり、令

和 8 年度までの目標数が記載されてい

るが、その記載はなく、市・区地域福祉

計画が補完するのであれば、連携してい

ることを明確にすることを提案する。 

計画案 P86 では、認知症サポーター養

成講座の各年度の受講者数の目標値を記

載し、関連個別計画であるかわさきいき

いき長寿プランにおいては、その講座の

累計の目標値を記載しております。他の

事業におきましても、関連個別計画と同

じ事業を掲載している場合は、各年度の

目標値について、両計画で同じ目標値を

設定しているところです。 

D 

２ 

計画案 P87 で、ソーシャルデザインセ

ンターの創出及び運営支援に加えて、ま

ちのひろばプロジェクトの創出を追加

して、その事業内容・目標を設けて推進

するとした方がよい。 

計画案 P８７の事務事業の内容の記載

につきましては、総合計画第３期実施計

画と整合を図りながら、記載していると

ころでございまして、ソーシャルデザイ

ンセンターの創出及び運営支援と併せて

まちのひろばプロジェクトの推進も行っ

ているものでございます。 

D 

３ 

「地域包括ケアシステム」と市民文化局

が推進する「まちのひろば」「ソーシャ

ルデザインセンター」「希望のシナリオ」

の関係を明確にし、両局の合同会議や報

告会を市民参加で開催してほしい。 

今後増加する「何らかのケアを必要と

する人」を地域全体で支えていくために

助け合いの仕組みをより一層強固なもの

としていく地域包括ケアシステムの構築

と、「まちのひろば」等の取組の目指す方

向性は同じであり、地域の課題解決に向

けて、一体的に取組を進めるため、コミ

ュニティ施策の観点から地域包括ケアシ

ステムの構築を下支えするという関係性

にあります。 

令和 5年度につきましては、「地域包括

ケアシステム市民シンポジウム」と「ソ

ーシャルデザインセンターに関する報告

会」を同日開催するなど、両施策をわか

りやすく普及啓発する場を設けたところ

であり、今後も連携した取組を進めてい

きます。 

C 
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５ 基本目標４（一体的なケアの提供による自立した生活と尊厳の保持の実現）に関すること 

（４件） 

N0 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 
区分 

１ 

地域包括支援センターの

認知度が下がっていること

に対して、その原因分析と対

策が必要である。 

地域包括支援センターに

求められる業務に対する人

員配置の予算不足に問題が

あるのか、職員の知識不足な

ど専門性の欠如が要因にな

っているのか、原因調査とそ

の報告開示をしてほしい。 

地域包括支援センターの認知度の低下につきまして

は、調査を実施した令和４年度以前のコロナ禍におけ

る相談控え、新規の認定申請の減少等が一部影響して

いる恐れがありますが、令和５年度においては、相談

件数も回復していることから、今後の推移を注視して

まいりたいと存じます。また、パンフレットの刷新や

紹介動画の作成・発信などを進めており、引き続き、

認知度の向上に取り組んでまいりたいと存じます。 

地域包括支援センターの相談機能を充実させるた

め、第７期計画においては、センターの人員体制の充

実、業務の平準化及び質の向上、職員向け研修の体系

化等に一体的に取り組んでまいります。 

D 

２ 

地域包括支援センターの

パンフレット及びいきいき

長寿プランに地域支援強化

要員の説明を記載してほし

い。 

 

 

 

地域支援強化要員は、文字通りセンターの地域支援

機能の強化を目的として、平成２８年度に配置が開始

されました。地域支援強化要員の業務については、セ

ンターの相談機能の中核をなす、保健師等、社会福祉

士、主任介護支援専門員の３職種と連携し、地域のネ

ットワーク構築等に当たることとしています。地域支

援強化要員の役割の紹介などについては、広報物等へ

の掲載方法を含めて、検討してまいります。 

C 

３ 

８０５０問題、ダブルケ

ア、ヤングケアラーなどの制

度の狭間にある方の相談窓

口や支援者が不明確であり、

そうした役割を担うのが地

域福祉の役割であると考え

るため、そのような施策の充

実を希望する。 

御意見いただいた制度の狭間にある方への支援は非

常に重要だと考えておりまして、その対応にあたって

は、個々の状況を踏まえ各分野の相談支援機関が連携

することが必要であると認識しています。そのため、

世帯全体の状況を踏まえ、相談支援機関が相互に連携

して対応できるよう、本計画においてはネットワーク

づくりや人材育成、包括的な支援体制づくりに関する

取組を位置付けており、相談支援の充実に向け引き続

き取り組んでまいります。 

B 

４ 

地域福祉実態調査におい

ても行政手続利用の相談先

の分かり易さが求められて

おり、縦割り組織の横串機能

が有効と考えるがどうか。 

福祉サービス等の利用については、適切に窓口につ

ながるような情報提供とともに、制度の狭間になって

いるような生活課題を抱えている場合には、個々の状

況に応じたサービス利用が重要であり、各分野の相談

支援機関においても、個人の周辺状況も踏まえ、相談

支援機関が相互に連携して対応できるように取り組ん

でまいります。 

D 
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６ 基本目標５（地域包括ケアをマネジメントするための仕組みの構築）（３件） 

No 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 
区分 

１ 地域包括ケアをマネジメントする

ための仕組みの構築にあたって

は、「小地域ごとの地区計画づく

り」と「様々な区域に分かれてい

る小地域(地域ケア圏域)のエリア

整備」に力を入れて進めてほしい。 

 

 

 現在、市域を 44 地区に分割した第 2 層の地域ケア

圏域ごとに地区カルテを作成し、地区カルテも活用

しながら、第 3 層のより小さな地域ごとの住民同士

の顔の見える関係づくりを支援し、地域課題の共

有・解決に向けて、地域マネジメントを進めている

ところです。また、第 7 期各区計画案の中でも、地

域ケア圏域ごとの地域の状況について整理しており

ます。 

 今後につきましても、心配事や悩み事について小

地域の範囲で気づきが得られ、地域で安心して暮ら

し続けられるために必要な要素を整理してまいりた

いと考えております。 

D 

２ 計画案 P118 の事務事業名等の

社会福祉協議会との協働・連携の

説明文に、「社会福祉協議会の機

能や役割の充実を図ります」とあ

るが、「役割の充実を支援します」

とした方がよい。 

 社会福祉協議会との協働・連携を進める上での

具体的な取組の視点としては、円滑な法人運営、

活動を推進されるように、支援をしているところ

ですが、事務事業の内容の記載につきましては、

総合計画第 3 期実施計画と整合を図りながら、記

載しているところでございまして、本市が実施す

る事務事業としての視点からの記載をしていると

ころです。 

D 

３ コミュニティソーシャルワー

クを展開することを、計画案Ｐ１

１８の社会福祉協議会との協

働・連携の事業として、取り上げ

てほしい。 

計画案Ｐ１１８の事務事業の内容の記載につき

ましては、総合計画第３期実施計画と整合を図り

ながら、記載しているところでございまして、「地

域福祉の推進」の具体的な手法として、コミュニ

ティソーシャルワークを用いて推進されているも

のと考えております。 

D 
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７ 各区の計画に関すること（１０件） 

No 主な意見（要旨） 市の考え方 
対応 
区分 

１ 

７つの区の地域福祉計画の体

系がバラバラで、比較がしづら

くなっており、統一した方がよ

い。 

 計画策定にあたっては、社会福祉審議会地域福

祉専門分科会等において、計画策定の指針を整理

して、大枠を踏まえて、各区において、計画策定

作業を進めてきました。一方で、本市においては、

７つの区で地域特性も異なりますので、地域特性

を踏まえ各区の実情に即した内容で、計画策定を

行ってきたところです。なお、御意見のあった各

区の取組を比較することも重要と考えております

ので、計画の概要資料において各区の取組を一覧

表として整理しております。 

D 

２ 

各区計画とも、情報発信、提供

の充実を掲げているが、公平に速

やかに情報を受け取れていると感

じたことがない。見るものが限ら

れるホームページや高齢者、障害

者にも速やかに届くような情報提

供をお願いしたい。 

 必要な保健医療福祉サービス等の情報を入手で

きるよう、「高齢者福祉のしおり」や「ふれあい-

障害福祉の案内-」などをはじめ、様々な情報提供

を行っております。 

 併せて、各区においても、高齢者や障害者等が

安心して生活していくことができるように、引き

続きそれぞれに工夫した情報発信等を行ってまい

ります。 

 今後につきましても高齢者・障害者に配慮した

情報提供ができるように取り組んでまいります。 

D 

３ 

【麻生区地域福祉計画】麻生区

計画５１ページに、区民の実感

指標として、「市の広報」と回答

した割合を上昇する方向性を示

しているが、取組１２では、様々

な媒体を用いて保健福祉に関す

る情報発信とあり、方向性とし

ては上昇でなくて、下降で良い

と考えるがどうか。 

 保健福祉に関する情報については、支援を必要

とする人が取り残されることがないよう、市政だ

よりやホームページをはじめ、様々な媒体を活用

して幅広く情報発信を行うことが大切であると考

えています。そのため、区民の実感指標について

は、「市の広報」と「インターネットのホームペー

ジ」のどちらも上昇させる方向性としています。 

D 

４ 

【麻生区地域福祉計画】一部文

言の結びが「行っています。」と

あるが、現状ではなく、今後の

充実の方向を内容がわかるよう

な記載とすべきではないか。 

 御意見を踏まえ、文言の結びを「行います。」と

修正します。 

 

 

 

 

 

 

A 
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No 主な意見（要旨） 市の考え方 
対応 
区分 

５ 

【麻生区地域福祉計画】麻生区

計画の５９ページの下欄に、取

組番号を記載してほしい。 

 該当のコラムについては、外国人、障害者、Ｌ

ＧＢＴＱ＋（性的マイノリティ）などの多様性を

尊重することについて、計画全体のベースとなる

考え方を説明するものであるため、特定の項番は

割り振らないこととし、コラムタイトルを「多様

性が尊重されるまちをめざして」に修正します。 

D 

６ 

【麻生区地域福祉計画】基本方

針が、地域活動団体の交流の場

づくりとなっているが、取組３

１の希望のシナリオ実現に向け

た取組の内容では、交流の場づ

くりの方向がわからないので、

どう考えたらよいか。 

「希望のシナリオ実現に向けた取組」については、

ソーシャルデザインセンターが有するコーディネ

ート機能やプロデュース機能により、交流の場づ

くりに資する様々な事業を行うことで、地域課題

の解決に取り組むこととしています。また、６９

ページのコラムにおいて、ソーシャルデザインセ

ンターの役割について補足しています。 

D 

７ 

【麻生区地域福祉計画】麻生区

計画５ページの記載で、進行管

理は、「ＰＤＣＡサイクルにより

実施する」と、明示することで、

どのように進行管理を行うか分

かると思う。 

該当箇所は区計画の推進体制について説明して

いるページであり、第７期計画の実施状況の点

検・見直しについては、１０２ページで示してい

るとおり、ＰＤＣＡサイクルにより行っています。 
D 

８ 

【麻生区地域福祉計画】麻生区

計画の５６ページ以降、分かり

やすく市民に伝えるため、取組

に関するイメージ図等を記載し

てほしい。 

第７期あさお福祉計画においては、主に区独自

の取組について、コラムの中で写真やイメージ図

等も示してわかりやすく御紹介しているところで

す。なお、各区共通の取組については、市計画に

おいて区役所を含めたイメージ図等を記載してい

ます。 

D 

９ 

【麻生区地域福祉計画】あさお

ＳＯＳネットワーク事業につい

て、行方不明者が区境を超えて

しまうと、発見が困難になるた

め、近隣自治体との連携を強化

するために、「横浜市、町田市、

稲城市との協議会」を設置する

ことを提案したいがどうか。 

麻生区におけるＳＯＳネットワーク事業は、事

前に登録した方が行方不明となった際、家族等か

ら提出されたＳＯＳ届をもとに市外自治体を含め

た関係機関に捜査協力を依頼し、高齢者の安全確

保と家族への連絡・支援を行っています。御意見

いただいた近隣自治体との協議会設置の御提案に

ついては、関係機関との連携をより一層推進する

にあたり、参考とさせていただきます。 

C 

10 

【麻生区地域福祉計画】個人の

状況に合わせたサービスが受け

られることなど、具体的な取組

み事例をコラムで紹介してほし

い。 

個人の状況に合わせたサービス事例は多岐に渡

っており、第７期あさお福祉計画において「保健

福祉に関する情報発信の充実」を重点項目として

いることから、計画期間において様々な媒体を通

して分かりやすい情報発信に努めてまいります。 

D 
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８ その他（６件） 

No 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 
区分 

１ 

「地域づくり」と「まちづくり」

の使い分けを知りたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 厚生労働省の「地域共生社会に向けた包括的支

援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」（地

域共生社会推進検討会）においては、自己実現や

地域活性化に向けた、興味・関心からはじまる「ま

ちづくり」と、福祉分野の個別支援をきっかけと

する、地域課題の解決を目指した「地域づくり」

と記載を分けており、活動としてのアプローチの

違いであると考えられます。こうした趣旨を踏ま

えながら、引き続き、市民の皆様にわかりやすい

表現に努めてまいります。 

D 

２ 

「地域福祉活動計画」の公表や

住民参加の仕組みを知りたい。 

「地域福祉活動計画」は、川崎市社会福祉協議会

が策定する計画です。社会福祉協議会の会員や市

民の方の意見を踏まえ、社会福祉協議会理事、学

識者及び行政職員等で構成される策定委員会で協

議し、策定しております。計画については、最終

的に、社会福祉協議会ホームページ等で公表され

ます。 

E 

３ 

団地で見守りの活動を行って

いるが、高齢者からは、傾聴の

要望を受ける。特に、ヤングケ

アラーへの心づかいをしていた

だきたい。 

 ヤングケアラーについては、一人一人が抱える

家庭の課題は様々であることから、その置かれた

状況に応じて相談しやすい環境を整えることが重

要と考えております。具体的には、相談先の情報

が支援を必要とする方に届くよう、広報に努める

とともに、早期発見に結びつくように支援にかか

わる幅広い部署が参画する研修を開催するなど、

理解促進を進めてまいります。 

D 

４ 

外国人が増え、コミュニケー

ションがままならなかったり、

生活習慣の違いもあり、同じ住

民として考え方を共有していく

ことが大切だと思う。 

 本市では、「多文化共生社会推進指針」を策定し、

国籍や民族、文化の違いを豊かさとして生かし、

すべての人が互いに認め合う多文化共生社会の実

現に取り組んでいます。 

 こうした取組を活かしながら、引き続き、地域

住民同士のお互いの理解の促進が進むような働き

かけを進めてまいります。 

D 
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N0 主な意見（要旨） 市の考え方 対応 

区分 

５ 

社協の活動とコミュニティ施

策の違いがわかりづらく、どの

ようにすみわけし、連携するの

かの方針を出してほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 今後増加する「何らかのケアを必要とする人」

を地域全体で支えていくために助け合いの仕組み

をより一層強固なものとしていく地域包括ケアシ

ステムの構築と、「まちのひろば」等コミュニティ

施策の取組の目指す方向性は同じであり、地域の

課題解決に向けて、一体的に取組を進めるため、

コミュニティ施策の観点から地域包括ケアシステ

ムの構築を下支えするという関係性にあります。

社会福祉協議会も地域包括ケアシステム構築に向

けて取り組んでいる団体の一つです。 

 

D 

６ 

川崎市の施策・現状は全国レ

ベルではどの位の位置付か、誇

れると思われる制度、施策を知

りたい。 

 本市では、国の「地域共生社会の実現」に向け

た考え方に先駆けて、高齢者に限定しない、すべ

ての地域住民を対象とした「地域包括ケアシステ

ム」の構築に取り組んでいるところです。 

 また、全国に比べて高齢化率が低く、比較的若

い都市といえる状況であり、今後、高齢化率がピ

ークを迎える２０４０年以降を見据え、予防的な

視点での取組に力を入れて推進してまいります。 

D 

 


